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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第２四半期連結
累計期間

第85期
第２四半期連結
累計期間

第84期
第２四半期連結
会計期間

第85期
第２四半期連結
会計期間

第84期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 11,982,89116,393,3733,559,535 3,081,21823,497,001

経常利益（千円） 1,563,082 3,065,472153,015 147,0282,724,712

四半期（当期）純利益（千円） 791,932  1,750,51498,675  62,015　 1,405,607

純資産額（千円） － － 11,924,884 14,071,82112,722,184

総資産額（千円） － － 19,647,636 22,480,95623,214,251

１株当たり純資産額（円） － － 455.75 537.90 486.28

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
30.26 66.91 3.77 2.37 53.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 60.69 62.59 54.80

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,548,664   4,671,582 － － 2,436,228

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△118,651  △218,960 － － △232,315

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△406,413   △558,481 － － △436,320

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 5,577,449 8,215,5824,321,441

従業員数（人） － － 252 253 251

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 253 [114]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第2四半期連結会計期間の平均人員を[　]外数で記載しておりま

す。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 117 [71]

　（注)   従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第2四半期会計期間の平均人員を[　]外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの売上高は防災という事業の性格から、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第４四半期連結会

計期間の売上高が増加する傾向にあり、それに伴い生産、受注及び販売実績にも季節的変動があります。 

　

(1)生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 331,319 141.2

防災（千円） 583,045 92.7

その他（千円） 2,832 7.6

合計（千円） 917,198 101.8

　（注）１．生産金額は製造原価にて記載しております。

２．金額には外注による生産実績を含んでおります。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2)受注実績

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

繊維 108,520 433.6 1,083,583 77.3

防災 1,552,132 81.7 2,860,454 143.2

その他 － － － －

合計 1,660,652 85.0 3,944,037 115.9

　（注）１．金額は販売価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

(3)製品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 371,825 54.5

防災（千円） 940,437 82.4

その他（千円） 1,739 79.6

合計（千円） 1,314,001 72.0

　（注）１．金額は仕入価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。
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(4)販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 873,557 82.0

防災（千円） 2,029,502 88.5

不動産賃貸（千円） 115,463 99.5

その他（千円） 62,694 72.9

合計（千円） 3,081,218 86.6

　（注）１．金額は販売価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

  

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断したも

のであります。 

　

（１） 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気に持ち直しの兆しは見えるものの、雇用情勢の改善が見られない

ことから個人消費が低迷するなど、引き続き不透明な状況が続いています。

　このような経営環境下、平成20年度よりスタートした中期経営計画「帝国繊維(テイセン)２０１０」の最終年度を迎え

た当社グループは、 

　　　「総合的で専門性の高い防災・危機管理事業」 

　　　「リネン（麻）の総合事業」

という二つの事業を更に価値ある事業に磨き上げるべく、グループ一丸となって取り組んでまいりました。　

 　

　当第２四半期における事業別の概況は以下のとおりであります。

 

　<防災事業> 

防災事業では、新年度を迎えた官公庁・地方自治体の需要が極めて低調ななか、前年同期と比べ、消防用ホースの売上な

どは高水準で推移したものの、新型インフルエンザ関連の感染防止資機材などの売上が大幅に落ち込んだことから、売上

高は20億２千９百万円（前年同期比11.5％減）となりました。

　

<繊維事業>

繊維事業では、ノーメックスなど高機能繊維素材の売上が伸びたものの、官公庁向け繊維資材の売上が前年を大きく下

回ったことから、売上高は８億７千３百万円（前年同期比18.0％減）となりました。　

　

<不動産賃貸事業・その他>

不動産賃貸事業・その他では、不動産賃貸事業は順調に推移しているものの、子会社が行っている運搬機械の架装業務

をこの3月末をもって中止したことから、売上高は１億７千８百万円（前年同期比11.8％減）となりました。

　

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は30億８千１百万円（前年同期比13.4％減）、営業利益は１億２千２百

万円（同11.8％減）、経常利益は１億４千７百万円（同3.9％減）、四半期純利益は６千２百万円（同37.2％減）となりま

した。

　

なお、当第２四半期連結累計期間では、売上高は163億９千３百万円（前年同期比36.8％増）、営業利益は30億９百万円

（同98.2％増）、経常利益は30億６千５百万円（同96.1 ％増）、四半期純利益は17億５千万円（同121.0％増）と、いずれ

も前年同期比大幅な増収増益を達成しております。

 

（２）財政状態に関する分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ７億３千３百万円減少し、224億８千万円とな

りました。これは、年度末の納期に向けた出荷により棚卸資産が大幅に減ったことや売上債権の回収により受取手形及び

売掛金が減少したことによるものです。

負債は、支払債務の減少などにより、前連結会計年度末に比べ20億８千２百万円減少し、84億９百万円となりました。

　純資産につきましては、利益剰余金の増加などがあり、前連結会計年度末に比べ13億４千９百万円増加し、140億７千１百

万円となりました。

　この結果、自己資本比率は62.6％（前連結会計年度末は54.8％）となりました。
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（３）キャッシュ・フローの分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ40億４千３百万円増加

し、82億１千５百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、売上債権の回収が進んだことなどから、前第２四半期

連結会計期間に比べ19億８千９百万円増加し、42億２千７百万円となりました。

　

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

　当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は、鹿沼工場の生産設備への投資などがあり、前第２四半

期連結会計期間に比べ５千８百万円増加し、９千７百万円となりました。

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の支出は、配当金の支払や長期借入金の返済などがあり、前第２

四半期連結会計期間に比べ６百万円増加し、８千６百万円となりました。

  

（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

 

（５）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は21百万円であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

 当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,600,000

計 97,600,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日
現在発行数（株）

（平成 22年８月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 27,089,400 27,089,400

 

東京証券取引所市場第一部

 

(注)

計 27,089,400 27,089,400 － －

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数㈱

発行済株式
総数残高㈱

資本金増減額
(千円)

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成22年４月１日～

平成22年６月30日 
－ 27,089,400－  1,373,364－  745,944

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

 9/25



（６）【大株主の状況】

 平成22年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－２６－１ 1,587 5.86

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 1,295 4.78

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 1,200 4.43

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 1,000 3.69

株式会社モリタホールディングス 大阪府大阪市生野区小路東５－５－２０ 790 2.92

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－１１ 651 2.40

西松建設株式会社 東京都港区虎ノ門１－２０－１０ 600 2.21

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 598 2.21

帝人ファイバー株式会社 大阪府大阪市中央区南本町１－６－７ 552 2.04

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２－１１－３ 540 1.99

計 － 8,813 32.54

　（注）１．上記のほか、自己株式が928千株あります。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　  928,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　 25,939,000 25,939 －

単元未満株式 普通株式　     222,400 － －

発行済株式総数 27,089,400 － －

総株主の議決権 － 25,939 －

  

②【自己株式等】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

帝国繊維株式会社
東京都中央区日

本橋２－５－13
928,000 － 928,000 3.43

計 － 928,000 － 928,000 3.43

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 465 459 478 503 512 495

最低（円） 440 411 444 463 458 466

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。   
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,715,697 3,821,531

受取手形及び売掛金 3,988,173 7,187,902

有価証券 499,884 499,909

商品及び製品 2,060,440 3,609,716

仕掛品 945,646 1,040,708

原材料及び貯蔵品 232,490 283,390

繰延税金資産 168,994 96,744

その他 62,978 122,616

貸倒引当金 △22,382 △45,154

流動資産合計 15,651,921 16,617,365

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,048,966

※1
 2,081,652

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 431,630

※1
 379,869

工具、器具及び備品（純額） ※1
 67,295

※1
 62,458

土地 261,480 263,315

建設仮勘定 22,471 15,577

有形固定資産合計 2,831,844 2,802,872

無形固定資産

借地権 39,904 39,904

その他 111,013 94,380

無形固定資産合計 150,917 134,285

投資その他の資産

投資有価証券 3,585,723 3,379,847

長期貸付金 7,017 8,031

繰延税金資産 113,286 132,690

その他 150,053 149,284

貸倒引当金 △9,807 △10,125

投資その他の資産合計 3,846,272 3,659,728

固定資産合計 6,829,034 6,596,886

資産合計 22,480,956 23,214,251

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

13/25



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,962,259 6,248,652

短期借入金 77,200 77,200

役員賞与引当金 25,500 51,000

未払法人税等 1,308,300 710,154

その他 1,016,800 458,601

流動負債合計 5,390,059 7,545,608

固定負債

長期借入金 40,000 78,600

長期預り保証金 1,250,142 1,279,874

繰延税金負債 1,344,680 1,233,719

退職給付引当金 96,801 80,789

役員退職慰労引当金 287,450 273,475

固定負債合計 3,019,075 2,946,458

負債合計 8,409,135 10,492,067

純資産の部

株主資本

資本金 1,373,364 1,373,364

資本剰余金 747,558 747,558

利益剰余金 10,680,409 9,453,137

自己株式 △364,969 △364,213

株主資本合計 12,436,362 11,209,845

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,665,596 1,511,366

繰延ヘッジ損益 △30,137 972

評価・換算差額等合計 1,635,459 1,512,338

純資産合計 14,071,821 12,722,184

負債純資産合計 22,480,956 23,214,251

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

14/25



（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 11,982,891 16,393,373

売上原価 8,856,741 11,788,424

売上総利益 3,126,149 4,604,948

販売費及び一般管理費 ※1
 1,607,655

※1
 1,595,662

営業利益 1,518,494 3,009,286

営業外収益

受取利息 6,034 3,387

受取配当金 40,333 47,584

その他 13,568 13,621

営業外収益合計 59,936 64,593

営業外費用

支払利息 5,694 3,977

手形売却損 150 14

持分法による投資損失 3,919 2,789

為替差損 4,627 166

その他 956 1,459

営業外費用合計 15,349 8,407

経常利益 1,563,082 3,065,472

特別利益

固定資産売却益 － 95

貸倒引当金戻入額 10,997 22,578

特別利益合計 10,997 22,673

特別損失

固定資産処分損 1,473 15,102

投資有価証券評価損 － 51,565

たな卸資産評価損 40,445 －

特別損失合計 41,918 66,667

税金等調整前四半期純利益 1,532,161 3,021,478

法人税、住民税及び事業税 704,292 1,297,306

法人税等調整額 35,936 △26,342

法人税等合計 740,228 1,270,963

四半期純利益 791,932 1,750,514
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 3,559,535 3,081,218

売上原価 2,596,107 2,130,850

売上総利益 963,427 950,367

販売費及び一般管理費 ※1
 824,507

※1
 827,848

営業利益 138,920 122,519

営業外収益

受取利息 1,866 1,509

受取配当金 14,550 16,162

持分法による投資利益 394 1,509

その他 2,143 7,993

営業外収益合計 18,955 27,175

営業外費用

支払利息 2,747 1,993

手形売却損 19 9

為替差損 1,146 －

その他 946 662

営業外費用合計 4,860 2,665

経常利益 153,015 147,028

特別利益

貸倒引当金戻入額 26,953 26,043

特別利益合計 26,953 26,043

特別損失

固定資産処分損 1,473 7,943

投資有価証券評価損 － 51,565

特別損失合計 1,473 59,508

税金等調整前四半期純利益 178,495 113,564

法人税、住民税及び事業税 105,139 67,350

法人税等調整額 △25,318 △15,801

法人税等合計 79,820 51,549

四半期純利益 98,675 62,015
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,532,161 3,021,478

減価償却費 152,915 166,705

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,997 △23,090

受取利息及び受取配当金 △46,368 △50,972

支払利息 5,694 3,977

持分法による投資損益（△は益） 3,919 2,789

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20,000 △25,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,846 16,012

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,275 13,975

固定資産処分損益（△は益） 1,473 15,007

投資有価証券評価損益（△は益） － 51,565

売上債権の増減額（△は増加） 2,974,343 3,299,847

たな卸資産の増減額（△は増加） △282,350 1,695,239

仕入債務の増減額（△は減少） △1,002,747 △3,285,447

預り保証金の増減額（△は減少） △33,123 △29,731

その他の流動資産の増減額（△は増加） 159,095 34,583

その他の流動負債の増減額（△は減少） 254,937 405,664

その他 △1,612 1,237

小計 3,723,461 5,313,340

利息及び配当金の受取額 46,240 50,493

利息の支払額 △5,645 △3,863

法人税等の支払額 △215,391 △688,387

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,548,664 4,671,582

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △112,061 △180,250

有形固定資産の売却による収入 － 7,046

有形固定資産の除却による支出 △13 △3,276

無形固定資産の取得による支出 △8,117 △38,996

投資有価証券の取得による支出 △193 △197

貸付金の回収による収入 1,734 1,014

その他 － △4,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,651 △218,960

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,080,000 1,080,000

短期借入金の返済による支出 △1,080,000 △1,080,000

長期借入金の返済による支出 △16,600 △38,600

自己株式の取得による支出 △1,568 △755

配当金の支払額 △388,244 △519,125

財務活動によるキャッシュ・フロー △406,413 △558,481

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,023,599 3,894,140

現金及び現金同等物の期首残高 2,553,849 4,321,441

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,577,449

※
 8,215,582
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。　

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 当社及び連結子会社は、定率法を採用している資産に関しては、連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　 該当事項はありません。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

    4,515,937千円    4,510,399千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記の

とおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記の

とおりであります。 

役員報酬及び給料手当 635,714千円

賞与 173,739千円

役員賞与引当金繰入 20,000千円

運送費及び保管費 97,436千円

減価償却費 31,667千円

旅費交通費 89,713千円

退職給付費用 27,542千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,075千円

賃借料 62,556千円

役員報酬及び給料手当 651,815千円

賞与 172,429千円

役員賞与引当金繰入 25,500千円

運送費及び保管費 92,985千円

減価償却費 33,344千円

旅費交通費 102,016千円

退職給付費用 20,162千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,975千円

賃借料 63,427千円

 ２． 当社グループの売上高は官公庁向け売上高の占める

割合が高いこと等から、第２、第３四半期連結会計期

間に比べ、第１、第４四半期連結会計期間の売上高が

増加する傾向にあり、それに伴い業績にも季節的変

動があります。 

 ２． 当社グループの売上高は防災という事業の性格か

ら、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第４

四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあ

り、それに伴い業績にも季節的変動があります。 
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記の

とおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記の

とおりであります。 

役員報酬及び給料手当 322,421千円

賞与 100,028千円

役員賞与引当金繰入 10,000千円

運送費及び保管費 43,209千円

減価償却費 16,018千円

旅費交通費 46,904千円

退職給付費用 7,843千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,725千円

賃借料 30,928千円

役員報酬及び給料手当 331,526千円

賞与 92,402千円

役員賞与引当金繰入 12,750千円

運送費及び保管費 42,359千円

減価償却費 17,934千円

旅費交通費 57,919千円

退職給付費用 12,013千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,250千円

賃借料 31,618千円

 ２． 当社グループの売上高は官公庁向け売上高の占める

割合が高いこと等から、第２、第３四半期連結会計期

間に比べ、第１、第４四半期連結会計期間の売上高が

増加する傾向にあり、それに伴い業績にも季節的変

動があります。 

 ２． 当社グループの売上高は防災という事業の性格か

ら、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第４

四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあ

り、それに伴い業績にも季節的変動があります。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 4,577,698

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する有価証券 
999,750

現金及び現金同等物 5,577,449

 

 （千円）

現金及び預金勘定 7,715,697

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する有価証券 
499,884

現金及び現金同等物 8,215,582

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　 　27,089千株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　928千株

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月25日

定時株主総会
普通株式 523,242 20平成21年12月31日平成22年３月26日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 1,065,4172,292,046116,09985,9723,559,535 － 3,559,535

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
9,723 78 6,030 － 15,832 (15,832) －

 計 1,075,1412,292,124122,12985,9723,575,367(15,832) 3,559,535

営業利益又は営業損失（△） △8,383 303,84372,175△4,802 362,832(223,912) 138,920

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 873,5572,029,502115,46362,6943,081,218 － 3,081,218

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
9,452 758 6,030 － 16,241 (16,241) －

 計 883,0102,030,260121,49362,6943,097,459(16,241) 3,081,218

営業利益又は営業損失（△） 29,947253,79680,865△7,306 357,302(234,783) 122,519

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 2,338,5569,213,512232,313198,50911,982,891 － 11,982,891

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
22,918 2,657 12,060 111 37,747 (37,747) －

 計 2,361,4759,216,170244,373198,62012,020,639(37,747) 11,982,891

営業利益又は営業損失（△） 66,5581,752,742154,395△4,4051,969,291(450,796) 1,518,494

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 3,752,56512,207,713231,281201,81216,393,373 － 16,393,373

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
32,154 7,239 12,060 85 51,539 (51,539) －

 計 3,784,71912,214,953243,341201,89716,444,913(51,539) 16,393,373

営業利益 317,6972,985,780161,292 6,3263,471,097(461,810) 3,009,286

　（注）１．事業区分はその類似性により下記の区分としております。

繊維……………純麻、麻混紡、化合繊等

防災……………消防ホース、救助工作車、救助器具等

不動産賃貸……ビル、ショッピングセンター等賃貸事業

その他…………運搬機械製造、遊技場経営等

　　なお、運搬機械製造につきましては、平成22年３月末をもって業務を中止しております。
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　　　　２．会計処理の方法の変更

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。なお、この変更に伴うセグメント情報へ与える影響は軽微であります。 

　　　　３．追加情報

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度税制改正を契機として、資産の利

用状況を見直した結果、機械装置について、第１四半期連結会計期間から、耐用年数を主として10年から７

年に短縮しております。なお、この変更に伴うセグメント情報へ与える影響は軽微であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日　至平成21年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

  前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 

  

（デリバティブ取引関係）

  該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 537.90円 １株当たり純資産額 486.28円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 30.26円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 66.91円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 791,932 1,750,514

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 791,932 1,750,514

期中平均株式数（株） 26,167,238 26,161,030

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3.77円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 2.37円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 98,675 62,015

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 98,675 62,015

期中平均株式数（株） 26,165,951 26,160,523

　

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度

末に比べて著しい変動はありません。 

  

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月14日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　慎二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会社の

平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木　孝叔　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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